
1　重要な会計方針

　（1）固定資産の減価償却の方法について

　　　有形固定資産…法人税法に定める規定に準じた方法による定額法を採用している。

　　　無形固定資産…法人税法に定める規定に準じた方法による定額法を採用している。

　（2）引当金の計上基準について

退職給付引当金…役職員の退職金の支給に備えるため退職手当規程に基づく期末退職

　　　　　　　　    　給与の要支給額に相当する金額を計上している。

　　　貸倒引当金…期末未収金、期末貸付金その他これに準ずる債権の回収不能に備えるた

　　      　       め法人税法の規定に準じた限度相当額を計上している。

　（3）リース取引の処理方法について

　 貸借対照表に計上した固定資産のほか、コンピュータおよびコピー機等の事務機器

の一部については、リース契約により使用している。

なお、リース物件の所有権が借手に移転すると認められるもの以外のファイナンス

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理による。

（未経過リース料期末残高）

　　1年以内 4,416,772 円

　　1年超 18,255,840 円

合計 22,672,612 円

　（4）消費税等の処理方針

　　　　消費税等の会計処理は税込方式によっている。

平成29年度財務諸表に対する注記



2　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）

科目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

定期預金 0 30,000,000 0 30,000,000

小　計 0 30,000,000 0 30,000,000

特定資産

定期預金 30,000,000 30,000,000 0

退職給付引当準備定期預金 30,000,000 20,000,000 0 50,000,000

小　計 60,000,000 20,000,000 30,000,000 50,000,000

合計 60,000,000 50,000,000 30,000,000 80,000,000

3　基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

科目 当期末残高 (うち指定正味財産からの充当額) (うち一般正味財産からの充当額) (うち負債に対応する額)

基本財産

定期預金 30,000,000 0 30,000,000 0

小　計 30,000,000 0 30,000,000 0

特定資産

退職給付引当資産 50,000,000 0 0 50,000,000

小　計 50,000,000 0 0 50,000,000

合計 80,000,000 0 30,000,000 50,000,000

4　有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

科目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物付属設備 40,825,094 30,071,810 10,753,284

機械器具 155,374,197 147,022,420 8,351,777

什器備品 6,140,155 4,645,859 1,494,296

合計 202,339,446 181,740,089 20,599,357

(注）平成30年2月26日当協会定款変更により、基本財産を有することとなったため、
これまで特定資産として処理していた定期預金30,000,000円を基本財産に振替えてい
る。


